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「求人が充足されやすい企業」の 

特徴とは？ 

 

◆雇用管理改善の取組みが業績の向上に 

厚生労働省の「今後の雇用政策の実施に向

けた現状分析に関する調査研究事業」（実施は

三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング）の調査

結果が公表されました。 

この調査は、「近年、景気の緩やかな回復基

調に伴い、有効求人倍率が上昇傾向にある中

において、特に中小企業の多くで人手不足が常

態化することが予想される。では、今後どういっ

た企業の求人が充足されやすいのか」という視

点から、企業が労働条件や職場環境等の改善

に取り組むことと、労働生産性や業績の向上と

の関連性を調べたものです。 

 

◆重要なポイントは？ 

雇用管理改善の取組み（評価・キャリア支援、

ワーク・ライフ・バランス、女性活用、ビジョン共

有・トラブル解決の仕組み等の人材マネジメント

など）は、従業員の意欲・生産性向上や、業績向

上・人材確保につながるとの結果が出ています

が、調査結果からは以下の点が重要だというこ

とが明らかになりました。 

（１）「従業員満足度」と「顧客満足度」の両方を

重視する 

経営方針として、これらの両方を追求するほう

が、効果が高いとのことです。また、「顧客満足

度」を重視する企業は多いですが、「従業員満足

度」を上位に挙げる企業は必ずしも多くなく、経

営者はこれら両方を経営方針に据え、従業員に

浸透させることが望ましいとされています。 

（２）雇用管理改善に継続的に取り組む  

「10年以上前から行っている」など早期に取り

組んできた企業で人事目標の達成度合いが高

いことから、雇用管理改善が効果を現すにはあ

る程度の時間が必要なことがうかがえます。 ま

た、こうした早期から取り組む企業では正社員

が「量・質ともに確保できている」とする割合が高

く、人材が確保にも好影響を与えているようで

す。 

（３）表彰・認定には取組みを推進する効果 

行政による様々な企業の表彰・認定制度があ

り、これらの利用が効果的とのことです。 

 

◆若者の定着にも効果あり 

改善の取組みの中でも、労働時間の短縮や

有給休暇取得促進、働きやすい職場づくりなど

は、特に若者の定着に効果があるとの回答が多

かったそうです。 

また、若手が相談しやすい・意見を言えるよう

な仕組みや、賃金・評価制度の見直しも効果が

あったとの回答も複数あったそうです。 

しかし、こうした改善はやみくもに取り組めば

よいものではなく、目標を設定し計画的に取り組

み、それを社外に積極的に情報発信することの

必要性も指摘されています。5 年後、10 年後の

自社の在りたい姿を描きながら一歩ずつ進めて

いく必要があります。 
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調査結果にみる中小企業の 

「人手不足」への対応と課題 

 

◆中小企業へのアンケート調査 

日本商工会議所から6月下旬に「人手不足等

への対応に関する調査」の集計結果が公表され

ました（調査対象：中小企業 4,072 社、回答企

業：2,405社）。 

企業における人員の過不足状況や求める人

材、女性の活躍推進をはじめとする人手不足対

応への取組み状況等について知ることができま

す。 

 

◆半数以上の企業が人手不足に！ 

まず、「人員が不足している」と回答した企業

は 55.6%（平成 27 年調査 50.3%）、「過不足は

ない」と回答した企業は 39.7％（同 45.5％）と

なっています。 

全体の半数以上の企業で人手不足が生じて

おり、昨年調査よりもその割合が約 5％上昇して

いることから、その傾向が強まっている状況で

す。 

業種別にみると、「宿泊・飲食業」（79.8%）で

不足感が最も高く、「介護・看護」（77.5％）、「運

輸業」（72.3%）、「建設業」（63.3％）と続いてい

ます。 

 

◆企業が求める人材とは？ 

また、「人員が不足している」と回答した企業

の 69％が、求める人材として「一定のキャリアを

積んだミドル人材」と回答しています。 

ただ、その他の項目（「高卒社員」「大卒社員」

「管理職経験者等シニア人材」）においても、前

年調査と比較して高い数値となっており、幅広い

層で人手不足が広がっている状況です。 

 

◆人手不足への対応と課題 

人手不足への対応として、女性や高齢者など

幅広い人材の活用等が求められていますが、本

調査では実際の企業の取組状況を知ることがで

きます。 

女性の活躍推進については、「実施している」

が 40.0%、「実施を検討している」が 21.5%とな

り、6割を超える企業で何らかのアクションを起こ

しています。 

女性の活躍を推進するうえでの課題としては、

「女性の職域が限定されている」（38.6%）が最も

高く、「女性の応募が少ない（女性社員が少な

い）」（31.7%）、「女性が管理職登用を望んでい

ない」（23.0%）が続いています。 

65 歳以降の雇用延長については、すでに 65

歳超の者を雇用している企業は回答企業の約 7

割となっているものの、65 歳以降の雇用延長に

ついて「義務化は反対」（30.1%）、「65 歳までは

雇用できるがそれ以上の対応は難しい」（27.1%）

といった意見も出ています。 

65 歳超まで雇用できない理由として、「本人

の体力的な面で難しい」（66.5%）、「若い年齢層

の採用の阻害になる」（47.6%）、「生産性が低

下する」（37.3%）、「雇用し続ける余裕（人件費

等）がない」（22.7%）といった回答がありました。 

 

 

当事務所よりひと言 

 

 今回は、「中小企業の『人手不足』への対応と

課題」をテーマに取り上げました。 

 現在、当事務所の弁護士は、中小企業診断士

の実務補習の最中ですので、中小企業の人事・

労務管理の重要性をひしひしと感じております。 

 なお、当事務所の弁護士は、直近で、マーケ

ティング・ビジネス実務検定Ｂ級・Ｃ級、販売士

（リテールマーケティング）検定２級・３級も取得

いたしました。 

 これからの中小企業法務は、人事・労務、マー

ケティング等の経営戦略と有機的に連関させる

ことが不可欠となります。 

 これら時代の変化を見据えた上で、当事務所

は、弁護士、産業カウンセラー、中小企業診断

士等の知見と技術を総合して、中小企業の皆様

に対して、経営法務サービスを提供していく所存

です。 

  


